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市
税
や
国
保
税
の
改
正
な
ど

５
件
の
条
例
改
正
案
を
可
決
し

ま
し
た
。

　

条
例
改
正
の
主
な
も
の
は
、

た
ば
こ
税
の
税
率
引
き
上
げ
、

少
額
の
上
場
株
式
投
資
の
非
課

税
措
置
の
創
設
、
国
保
税
の
課

税
限
度
額
の
引
き
上
げ
、
非
自

発
的
失
業
者
（
解
雇
や
倒
産
等

に
よ
る
失
業
）
に
対
す
る
国
保

税
の
軽
減
措
置
な
ど
で
す
。

　

国
保
税
の
条
例
改
正
の
審
査

の
付
託
を
受
け
た
厚
生
委
員
会

で
は
、
国
保
税
の
課
税
限
度
額

の
引
き
上
げ
に
よ
る
収
入
増
の

見
込
み
に
つ
い
て
質
問
し
、
理

事
者
か
ら｢

前
年
度
の
数
値
で

比
較
す
る
と
、
該
当
世
帯
は
国

保
世
帯
の
２
％
程
度
、
金
額
的

に
は
約
８
０
０
万
円
で
あ
り
、

大
き
く
税
収
が
上
が
る
も
の
で

は
な
い
」
と
の
答
弁
が
あ
り
ま

し
た
。

国
民
保
険
税
の
引
き
下
げ
を
求

め
る
請
願
の
件

　

請
願
の
内
容
は
、「
国
保
世

帯
の
生
活
を
守
る
た
め
、
一
般

会
計
か
ら
国
保
特
別
会
計
へ
基

準
外
の
繰
り
入
れ
を
行
う
な
ど

し
て
、
国
保
税
の
引
き
下
げ
を

行
っ
て
ほ
し
い
」
と
い
う
も
の

で
す
。

　

審
査
の
付
託
を
受
け
た
厚
生

委
員
会
で
は
「
国
保
税
の
引
き

下
げ
を
加
入
者
が
望
ん
で
い
る

こ
と
は
理
解
し
て
い
る
が
、
現

在
の
市
の
財
政
状
況
で
は
困
難

で
あ
る
」
と
の
意
見
や
、「
滞
納

や
生
活
苦
は
国
保
税
の
引
き
下

げ
だ
け
で
解
決
で
き
る
も
の
で

は
な
く
、
国
の
制
度
改
革
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
取
組
み
が
必
要
で

あ
る
」
と
の
意
見
な
ど
、
多
く

の
反
対
意
見
が
出
さ
れ
、
採
決

の
結
果
、
委
員
会
、
本
会
議
と

も
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。

　

５
件
の
陳
情
が
報
告
さ
れ
、

各
常
任
委
員
会
で
検
討
し
ま
し

た
。

「
今
後
の
学
校
給
食
共
同
調
理

場
業
務
委
託
の
業
者
選
定
に
関

す
る
陳
情
の
件
」

「
国
や
市
町
村
の
公
的
責
任
が
明

確
に
さ
れ
て
い
る
現
行
保
育
制

度
の
拡
充
を
求
め
る
陳
情
の
件
」

「
人
権
侵
害
救
済
法
の
成
立
に

関
す
る
陳
情
の
件
」

「
子
ど
も
手
当
の
廃
止
と
子
育

て
家
庭
が
真
に
必
要
な
支
援
を

求
め
る
陳
情
の
件
」

「
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ス
ポ
ー
ツ

フ
ェ
ス
タ
開
催
に
関
す
る
陳
情

の
件
」　

条　
　

例

請　
　

願

陳　
　

情

◆主な補正予算の事業・条例改正

家畜伝染病（口蹄疫）
対策事業

　家畜農家の自衛防疫の徹底と
不安の解消を図るため、農家に
対して子牛の飼料や防疫薬剤を
現物支給する家畜伝染病（口
蹄疫）対策事業200万円。

作業道整備事業

　間伐等森林整備の促進や木
材生産の作業効率を向上をさせ
るため作業道を舗装（城田・堤・
高良谷線）4,200万円。

まちなか活性化推進事業
補助金

　顧客サービスの向上のため、
情報収集を図る機能を有した新
たなポイントカードシステムを導
入する大村市カード事業協同組
合に対して補助金を交付356万
円。

緊急雇用創出事業

　市政だよりのデジタル化事業、
市有財産管理データ作成事業な
ど雇用者２名、事業費217万円。

市町村たばこ税
税率引き上げ

　平成22年10月より一箱100円
（１本５円）の価格上昇の見込
み。これによる税収増の見込み
は約8,000万円（11月～３月）。

国保税の基礎賦課限度額
引き上げ

　基礎課税額限度額が47万円
から50万円（引上額３万円）に。
後期高齢者支援金等課税額限
度額が12万円から13万円（引
上額１万円）に。


